第７回都市農地保全自治体フォーラム宣言
東日本大震災から、まもなく2年4か月になろうとしているものの、復興への道のりは、いまだ緒についたばかりと言うべき状況である。この間、都民の防災に関する意識が一層高まる中、基礎自治体や東京都は、都民の皆さまの安全と安心のために、切迫性の懸念される首都直下地震等への備えを万全にすべく、地域防災体制のさらなる強化に全力を注いでいる。
首都直下地震などの震災時において、都市農地は、建物の倒壊などから一時身を守るオープンスペースとなり、また、火災による延焼を遮断する機能を持つことから、その重要性を再認識する必要がある。もとより都市農地・農業は、新鮮で安全な農産物を供給するだけでなく、環境保全に寄与するなど貴重な財産である。まさに都市農地は、都市住民の命を守り、暮らしを豊かにするうえで欠かせないものとなっており、都市で暮らす住民の都市農地・農業に対する期待は高い。

一方で、都市の農地は減少し続け、極めて憂慮すべき状況であり、適切な保全策が求められている。
昨年8月には、農林水産省所管の都市農業の振興に関する検討会で中間とりまとめがなされ、都市農地の保全に関する制度改正に向けた議論を進めると示された。また、国土交通省所管の社会資本整備審議会 都市計画部会 都市計画小委員会は、昨年9月に、「都市計画に関する諸制度の今後の展開について」中間とりまとめを行い、都市農業を持続可能なものとしていくことは、意義が大きいと示しつつ、都市内の農地が保全されることが重要であるとしている。
このように、都市農地を取り巻く国の動きが具体的になったことにより、本協議会の活動も重要な時期を迎えている。
都市農地保全推進自治体協議会は、都市農地保全自治体フォーラムの開催を通じ、都市農地・農業が持つ多面的機能の重要性を確認し、かけがえのない都市農地保全の意義を広く訴える。さらに、都市計画法の見直しや相続税納税猶予制度の維持・改善など都市農地の保全に資する法制度が省庁連携により整備されるとともに、都市農業振興政策の充実が図られるよう、強く国に働きかけるなど、都市農地の保全に向けて全力で行動していくことを、ここに宣言する。
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